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Ⅱ 本論文の概要 
1．本論文の目的・構成 
本論文は、我が国における高齢者犯罪への対応について、今後日本が取り入れるべき方策に関す
る提言を試みるものである。 
近年、我が国では高齢者による犯罪が増加し、社会問題となっている。その背景として、高齢犯
罪者においては、福祉的支援が必要であるにもかかわらずそうした支援を受けられていない者が少
なくないこと、そして、福祉につなぐ有効な仕組みが欠けているがゆえに犯罪を繰り返す高齢者も
少なくないという事実がある。このことから、現在「刑事司法と福祉の連携」という方法により、
高齢者に対して福祉を中心とした支援を行い、各人が抱える問題を解決することによって、犯罪予
防につなげる取り組みが模索され始めている。一方で、日本がこれまでに刑事法制、社会保障、社
会福祉等をはじめとする様々な領域においてその取り組みを参考にしてきたドイツでは、高齢者に
よる犯罪の状況はかなり異なる。 
こうした事実を踏まえ、本論文では、高齢者による犯罪の割合が日本に比べて有意に低いドイツ
における対応を参照しつつ考察が加えられている。具体的には、日本とドイツにおける、刑罰に関
する考え方、刑事司法における対応、地域における対応について検討され、なかでも特に、近年我
が国で注目されている「刑事司法におけるソーシャルワーク」に着眼した検討が進められている。
その上で、今後我が国において「刑事司法におけるソーシャルワーク」をどのように取り入れてい
くことが必要なのかという観点からの提言が行われるに至っている。さらに、これらに加え、今後
日本に求められる新しい犯罪予防の観点、すなわち、実体的一般予防・実体的特別予防の視点の必
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要性・有効性が提案されている。 
 
2．本論文の各章の概要 
第 1章 刑事司法とソーシャルワーク 
ここではまず、近年我が国で進められている刑事司法と福祉の連携の意義について述べられてい
る。司法は、その主な目的を犯罪予防とし、規範的解決を主な役割としている。それに対して、福
祉は、その人らしい生活の実現を目指し、個別の問題を実体的解決することを重視している。この
ように、それぞれに持つ目的、役割、機能が異なることから、この二つのものは、これまでにそれ
ぞれ別々に機能していたというのが実態であろう。しかしながら、近年福祉の支援を必要としなが
らもそれを受けることができずに問題を抱えて犯罪を行う高齢者が少なくないこと、さらには、刑
事司法側にもそれら高齢者を福祉につなぐ有効な仕組みが欠けていたことから、このような高齢者
を福祉の支援につなぎ、その問題を実体的に解決し、犯罪予防につなげるための仕組みが、不十分
ながらも「刑事司法と福祉の連携」という方法によって展開されているところではある。筆者は、
このように異質なものが連携することにより、おのおのに期待されている効果、すなわち犯罪予防
効果と、その人らしい生活の実現を支援する効果の双方が実現しうると考える。そして、高齢者が
抱える問題は多様かつ複雑であるところ、これらの問題を実体的な解決に導く役割を果たすのがソ
ーシャルワークであると主張されている。 
 
第 2章 日本における高齢者犯罪への対応の現状と問題点 
 ここでは、我が国で深刻な問題となっている高齢者犯罪への対応について、刑罰に関する考え方、
我が国の再犯の現状と犯罪対策、そして、刑事司法における高齢者犯罪への対応、刑事司法におけ
るソーシャルワークと高齢者犯罪への対応、さらに、地域における高齢者を取り巻く制度の現状に
ついて明らかにされている。以下はその概略である。 
第一に、日本では、ドイツにおける刑罰論争の影響も受けながら、長きに渡り刑罰に関する議論
が行われ、現在は相対的応報刑論、とりわけ統合説が一般に支持されている。統合説とは、刑罰を
原則的に応報ととらえ、その範囲で予防も考慮するというものである。第二に、高齢者においては、
その再犯者率の高さと短い再犯期間からも、再犯が非常に深刻であるといえるところ、現在我が国
では「再犯防止推進法」に基づく再犯防止のための対策が国をあげて行われており、そのなかでも
高齢者の再犯防止が重要課題の一つに位置付けられていることから、その視点・構想が尊重される
べきである。第三に、65 歳以上の高齢者の検挙人員は現在概ね横ばいで推移し、人口 10 万人あた
りの年齢別検挙人員はやや減少傾向にはなっているものの、高齢者の入所受刑者人員と高齢者率等
については著しく増加している。高齢者犯罪の罪名の内訳としては万引きの割合が著しく高く、近
年は傷害、暴行、強盗が増加傾向にあることが特徴である。第四に、日本の刑事司法では、特に、
ダイバージョン、非拘禁措置、社会への再統合を重要視した制度を構築し、犯罪者の社会復帰を目
指してきた。高齢者は、その犯罪内容が比較的軽微な場合が多く、それら制度のうちの微罪処分、
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起訴猶予処分が比較的多く用いられている。また、矯正、保護の段階では、高齢者率が増加してい
ることから、その社会復帰が重要視され、高齢者の特性に合わせた処遇や社会復帰を目指したプロ
グラムの実施が比較的多く行われるようになってきたところである。第五に、高齢者の生活を安定
させることにより、犯罪予防につなげることの重要性が認識され、刑事司法におけるソーシャルワ
ークによる支援として、従来から行われている保護観察官による支援に加え、平成 16 年度からは矯
正施設への福祉職の配置、平成 25 年度からは検察庁への社会福祉アドバイザーの採用が進められて
いる。この他に指定更生保護施設への社会福祉士等の配置がなされ、これ以外にも、社会福祉士（会）
と弁護士（会）の連携、地域生活定着支援センターによる被疑者・被告人段階での支援が盛んにな
ってきた。第六に、日本の近代的福祉制度は、戦後の貧困対策からはじまり、高齢者、障害者、児
童などの対象者別の福祉制度を確立してきたが、近年人々のニーズが多様化かつ複雑化しているこ
とから、対象者別の福祉制度ではそれらニーズへの対応を網羅できなくなり、現在では地域を基盤
とした地域福祉が推進されているところである。平成 18 年には高齢者の総合相談窓口である地域包
括支援センターが設置され、2025 年に向けた高齢者の生活を支える地域包括ケアシステムの構築が
推進されている。さらに、平成 30 年の社会福祉法改正により努力義務化された地域福祉計画に盛り
込むべき内容のなかに「犯罪をした者などへの社会復帰支援のあり方」が明記され、また、再犯防
止推進計画に基づく地域での取り組みが推進されているところである。このように、今まさに、地
域では高齢者の生活を支える活動や罪を犯した高齢者を支援する活動が盛んになっている。第七に、
高齢者の経済的困窮と社会的孤立に関しては、ＯＥＣＤが示した 2010 年の国別相対的貧困率および
2000 年の国別・年齢別相対的貧困率から、日本の高齢者の相対的貧困率が加盟国のなかで高いこと
が明らかとなっている。また、2005 年にＯＥＣＤが行った「社会的孤立の状況」の調査結果からは、
日本は加盟国のなかで社会的孤立の傾向が強く、高齢者の社会的孤立の深刻さが予想される。 
以上が、本章の骨子である。 
 
第 3章 ドイツにおける高齢者犯罪への対応の現状 
 ここでは、第 2 章で日本における高齢者犯罪とそれへの対応から明らかとなったことを踏まえ、
同様の観点からドイツにおける高齢者犯罪への対応について明らかにしている。概略、以下のとお
りである。 
 第一に、ドイツも日本と同様に相対的応報刑論、とりわけ統合説が一般に支持されている。第二
に、ドイツでは、連邦司法省を中心に、2004 年から 2013 年にかけて連邦全体で再犯に関する調査
研究（Eine bundesweite Rückfalluntersuchung）が実施されている。それによれば、ドイツの 60
歳以上の高齢者の再犯率は極めて少なく、再犯を犯した高齢者のうち、自由刑となった者の割合も
著しく低い。第三に、ドイツにおける一般刑法犯検挙人員に占める 60 歳以上の者の割合は 2005 年
と 2016 年の間でほとんど変化が見られず、また、2017 年の 60 歳以上の高齢の検挙人員の罪名別構
成比は、加重事由のない窃盗、傷害全般、万引きが上位を占めていた。さらに、2014 年の 60 歳以
上の受刑者・保安拘禁者の数は 2,246 人であり、受刑者・保安拘禁者全体の 4.03％であった。第四
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に、ドイツでは条件付起訴猶予制度があり、また、起訴猶予や執行猶予の要件の基準を、高齢者に
ついては緩和している。また、刑務所内では、早くから受刑者の社会復帰を意識した処遇が行われ
ており、それらは、高齢受刑者の心身の機能を維持向上させたり、社会に出た後の生活を意識する
などした内容となっている。第五に、ドイツでは、古くから刑事司法におけるソーシャルワークが
充実していた。検察および裁判の段階を担当している裁判補助は 1900 年代初頭から、行刑のソーシ
ャルワークは 1800 年代から、保護観察は 1900 年代から行われており、刑事司法の各段階にソーシ
ャルワークが機能してきた。裁判補助、行刑のソーシャルワーカーの業務は、かなり幅広く専門的
である。裁判補助の役割のなかには、当事者支援ばかりでなく、家族支援や被害者支援も含まれて
いる。また、行刑のソーシャルワーカーの役割も、受刑者が入所する時から関わるなど広範である。
その他に、ドイツでは社会復帰法制定の議論がなされており、罪を犯した人への支援 16 種類を、社
会復帰法という新たな法律のなかに体系化して取り入れることが検討され、刑事司法に取り込まれ
た者に対する現在すでに行われている多層的な支援を、地域レベルでネットワーク化していくとい
う考え方が含まれている。第六に、ドイツでは、個人の篤志家やキリスト教団体による民間主導の
福祉施策が展開されてきたということが特徴的であり、連邦全体において民間の犯罪者支援団体の
活動が充実している。 
以上が、本章の骨子である。 
 
第 4章 高齢者犯罪への対応に関する日独比較 
 ここでは、第 2 章および第 3 章から明らかとなった諸点をもとに、日本とドイツでの高齢者犯罪
への対応に関する比較が行われている。概略、以下のとおりである。 
刑罰論に関しては、ドイツでは、日本と同様に、相対的応報刑論、とりわけ統合説が一般に支持
されている。刑事司法手続に関しては、制度全体を通して見ると相違はあるものの、起訴猶予制度
や執行猶予制度など、社会復帰に有効であると考えられているダイバージョンの仕組みが両国いず
れにおいても存在し、それらは日独いずれにおいても罪を犯した高齢者に対して比較的多く用いら
れている。矯正レベルに関しては、ドイツでは 1976 年制定の連邦行刑法において自由刑の執行目的
が社会復帰であると示されたように、日本よりも早くから社会復帰を意識した施策が行われていた。
一方、日本でも、時期は後にはなったが、監獄法全面改正により平成 17 年に制定された「刑事施設
及び受刑者の処遇等に関する法律」、さらに、平成 18 年同法改正に伴い成立した「刑事収容施設及
び被収容者等の処遇に関する法律」第 30 条において、受刑者処遇の原則として、個別処遇、改善更
生の意欲喚起、社会生活への適応能力の育成が示されたように、受刑者の社会復帰を意識した取り
組みが始まったところである。ソーシャルワークに関しては、ドイツでは、検察・裁判の段階の裁
判補助は 1900 年代初頭から、行刑のソーシャルワークは 1800 年代から、保護観察は 1900 年代から
活動が行われており、古くから刑事司法の各段階でソーシャルワークによる支援が行われてきた。
一方、日本においては、保護観察の歴史は古いが、比較的最近になって、検察や矯正段階でのソー
シャルワーカーの採用がはじまり、罪を犯した高齢者等が抱える問題を解消することにより犯罪予
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防を図ろうとする取組みが進められるようになった。日本社会の高齢化が年々進んでいるにもかか
わらず、平成 20 年からの検挙人員が増加せず高止まりとなっていることは、「刑事司法と福祉の連
携」によって、刑事司法レベルにおいて、罪を犯した高齢者に対するソーシャルワーク支援が行わ
れ、対象者が抱える問題を実体的な解決につなげてきたことの効果の現れにほかないと考えられる。
もっとも、ドイツでは高齢者による犯罪の割合が日本に比べて明らかに低い。これは、古くから刑
事司法の各段階にソーシャルワークが関わり、対象者の抱える問題を実体的に解決するということ
を積み重ねてきたこと、矯正において社会復帰を意識した処遇がなされてきたこと、そして、刑事
司法に加え、地域の民間団体等がそれと連携して取り組んできたことによるものであると考える。
有効な犯罪予防策を探究している日本においても、刑事司法の各段階におけるソーシャルワークに
よる実体的解決と矯正における社会復帰に向けた支援のさらなる充実、地域の関係機関との連携強
化が必要である。日本の「刑事司法におけるソーシャルワーク」は、まだ始まって日が浅い。しか
しながら、古くからのドイツでの取り組みから考えると、刑事司法において罪を犯した者に対する
ソーシャルワーク支援を行うことは、対象者の生活の安定にも、犯罪予防にも効果があるものと見
込まれる。わが国の刑事司法は、今後さらにソーシャルワークによる支援を強化するとともに、対
象者の生活の場である地域との連携を強め、罪を犯した人の抱える問題を実体的に解決することに
よる「実体的犯罪予防」を推進することが必要である。 
以上が、本章の骨子である。 
 
第 5章 刑事司法におけるソーシャルワークに関する提言 
 前章において、高齢者の犯罪予防のためには、我が国で近年すでに行われているソーシャルワー
クによる支援が有効である可能性が高いことが示された。本章では、今後我が国において「刑事司
法におけるソーシャルワーク」をどのように取り入れていくことが必要であるのかという観点から
の提言が行われている。概略、以下のとおりである。 
第一に、ドイツで高齢者の再犯率が日本に比べて明らかに少ないのは、古くから刑事司法の各段
階にソーシャルワークが関わり、対象者の抱える問題の実体的解決を積み重ねてきたこと、そして、
矯正において社会復帰を意識した処遇がなされてきたことによるものであると考える。日本におい
ても、刑事司法の各段階におけるソーシャルワークによる対象者の抱える問題の実体的解決の充実
が必要である。第二に、被疑者・被告人段階でのソーシャルワークの充実が特に必要である。罪を
犯した高齢者への支援は、刑事司法の早い段階で、対象者がまだ地域とつながっている段階での対
応を行うことが効果的であると考える。ドイツでの取り組みを参照し、日本においては主に次のよ
うな施策が必要であると考える。まず、一つ目として警察における微罪処分の段階でその人の抱え
る問題を解決するために、地域の関係機関につなぐ仕組みをつくることである。二つ目として、検
察の段階で現在行われている被告人段階での支援の充実が肝要である。三つ目として、裁判の段階
でも、ドイツで行われている裁判補助のような仕組みをつくり、対象者の抱える問題の把握、関係
機関へのつなぎを行うことが必要である。第三に、刑事司法と地域福祉の連携の必要性があげられ
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る。罪を犯した高齢者に対しては、本人の生活の場である地域において適切な支援を受けられるよ
うにすることが必要である。そのためには、刑事司法でその必要性が発見された人を、確実に地域
の相談支援機関等につなぐということが肝要である。また、地域では地域包括ケアシステムの推進
をはじめとする地域づくりが行われており、さらに、今後は再犯防止推進法に基づく取り組みも展
開される。これまで刑事司法は、個々の対象者の再犯防止のために地域の福祉機関と連携していた
のであるが、今後は、刑事司法が前述の地域での取り組みに参画し、刑事司法の視点からの意見を
示し、地域で必要な社会資源の開発にも携わることが必要である。第四に、罪を犯した高齢者への
支援のネットワーク化と法制度化が必要である。ドイツでの社会復帰法制定に向けた議論において
示されている罪を犯した人への支援の内容を参照し、罪を犯した人への支援をさらに細やかに充実
させる必要があるであろう。罪を犯した人が社会復帰するための新たな支援制度を創設したり、そ
れらの担い手が地域を基盤としてネットワークを構築することにより、それら支援を実体的にも法
的にも体系化し、一つの法律として制定することは、日本における高齢者犯罪対策としても取り組
むべき課題であると考える。 
以上が、本章の骨子である。 
 
第 6章 新しい犯罪予防「実体的一般予防と実体的特別予防」 
最後に、この章では、日本にとって求められる「新しい犯罪予防」、すなわち、「実体的一般予
防」と「実体的特別予防」に関する提案が行われている。概略、以下のとおりである。 
高齢者が起こす多様な犯罪の背景には、それぞれに様々な要因があり、これら個人が抱える問題
を、実体的に解決することが、その人の生活の安定にも再犯防止にも有効である。そのためには、
犯罪を未然に防ぐ犯罪予防については、刑罰による威嚇によって犯罪の発生を予防する従来の一般
予防だけではなく、むしろ、「地域と刑事司法との連携による罪を犯さなくてもすむような環境づ
くりによる犯罪予防」、すなわち、「実体的一般予防」への転換が必要なのではないだろうか。ま
た、同様に、犯罪をした者に対する再犯防止については、刑罰としての教育により再犯防止を図る
特別予防だけではなく、「刑事司法全体と地域におけるその人の抱える問題の実体的解決による再
犯防止」、すなわち、「実体的特別予防」への転換も必要であろう。 
このように、従来の「一般予防」「特別予防」に加え、上述のような「新しい犯罪予防」の必要
性が提案されている。 
 
Ⅲ 本論文の評価 
1．いかに再犯を予防し、犯罪予防の効果を引き上げるか。これが今日における犯罪予防施策上の重
要テーマである。また、我が国の犯罪統計において、高齢者犯罪だけがその検挙人員数および再犯
率を伸ばしていることから、いかに高齢者犯罪を防ぐかもまた喫緊のテーマとなっている。こうし
た背景に照らすと、本論文は、今日の犯罪予防対策論がまさに欲している、誠に時宜を得た研究成
果物であるといえる。 
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本論文において展開されている筆者の主張の要点は、効果的な高齢者犯罪予防のために、刑事司
法の領域においてソーシャルワークをより多角的・多元的に、そしてよりきめ細やかに展開する必
要があるとする点にある。そして、この主張は、特に第 5 章において具体的提言として発展的に展
開され、そして特に第 2 章から第 4 章において説得的に根拠付けられている。以下、かくいう構成
による本論文について、その内容を振り返りつつ、評価を記すこととする。 
2．筆者は、まず論の前提として、日本の高齢者犯罪の現状をデータをもって示し、その問題性を浮
き彫りにするとともに、そうした高齢者犯罪への対応が現状どのようになっているかについて、詳
細に叙述している。立法的対応の実情、刑事司法上の制度運用の実情、目下行われている刑事司法
上のソーシャルワークの実情、国による再犯防止モデル事業の内容等を広範な視点から明示し整理
することで、現行の高齢者犯罪対策の全体像を具体的に明らかにしている。また、国が高齢者犯罪
対策に（も）重点を置くスタンスにシフトしていることを確認した上で、しかし必ずしも十分な対
応策の展開ができていない事実も指摘されている。 
こうした前提事実の分析・整理は、現行の高齢者犯罪対策の奏功部分と不足部分をあぶり出すこ
とにつながっているが、特に本論文のように、刑事政策上の提言を行う場合においては欠くべから
ざる現実的事実の客観化作業である。筆者がこうした点に十分に手をかけていることは高く評価さ
れる。（第 2 章） 
3．わが国の高齢者犯罪対策の実情を明らかに、その問題点を示唆した後、本論文は、ドイツの高齢
者犯罪対策にフォーカスする。わが国に比し、ドイツにおける 60 歳以上の高齢者の再犯率は少なく、
かつ再犯に至った高齢者でも自由刑に処された者の割合が低い。こうしたわが国との相違がいかな
る事実によって生じているかというのが、筆者における大きな関心事項である。ドイツの高齢者犯
罪対策の実情に関する筆者の研究調査は、ドイツ連邦司法省の統計および専門文献を対象に丹念に
進められているが、とりわけ筆者自身が年月をかけて行ってきた現地での聴取調査結果が示されて
おり、資料としても貴重なものに仕上がっている。 
また、制度上、そして制度運用上の特徴として、条件付起訴猶予制度の存在、起訴猶予や執行猶
予の要件が高齢者については緩和されている事実、社会復帰を主眼に置いた行刑運用の実態、そし
てソーシャルワークが広範かつ積極的に運用がなされている事実等の説明が丁寧に展開されている。
特に、裁判補助としてのソーシャルワーク、行刑上のソーシャルワーク、民間主導の高齢者福祉政
策について解説は注目に値する。こうした施策は、まさにドイツにおける高齢者犯罪対策の実効性
を支える特徴的なものとして位置づけられ得るが、わが国にとっても極めて示唆的といい得るから
である。  
こうしたことから見ても、筆者による日独の比較研究は、わが国の高齢者犯罪対策が、現状、決
して十分ではないということを説得的に示すものとして、そして、今後のわが国の高齢者犯罪対策
にとって有効となりうるものとして、高く評価できる。（第 3・4章） 
4．以上の叙述を基礎に、筆者は、わが国の高齢者犯罪対策に関して具体的な提言をする。そのいく
つかを例示しよう。①微罪処分の段階で、地域の関係機関につなぐ仕組みを導入すべきであり、そ
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の際にソーシャルワークを積極的に活用すべきである（警察段階におけるソーシャルワークの積極
展開）。②起訴判断においても、ソーシャルワーカーが対象高齢者の状況把握を行い、相談機関、
医療機関等につなぐことのできる仕組みを導入することで、起訴猶予というダイバージョンがより
有効に働き得る（検察段階のソーシャルワークの積極展開）。③裁判段階でも、ソーシャルワーカ
ーが検察官とは異なる観点から被告人の社会環境調査を行い、その調査結果が審理の参考に用いら
れるという仕組みを導入すべきである（裁判段階のソーシャルワークの積極展開）。これらは一定
の効果を上げていると見込まれるドイツの制度（運用）を参考にして示された具体的提言であるが
故に、非現実的・理想論的な主張では決してなく、むしろ国・政府の取組み方次第で十分に実現可
能な現実味のある提言といえる。その意味で、今後のわが国の高齢者犯罪対策にとって大いに意味
のある主張が展開されていると評価することができ、このことは、本論文の価値をいっそう高めて
いるといってよいであろう。（第 5章） 
5．本論文は、最終的に、高齢者に対する刑事法運用のあり方として、実体的一般・特別予防論の展
開を主張する。これは、刑罰の威嚇力・教育的効果に頼る従来の規範的な一般予防論・特別予防論
は限界のある考え方であり、むしろ、刑事司法と地域との早期連携・多層的連携が実現されること
によって、高齢者犯罪は効果的に予防できるとする主張である。すなわち、筆者は、ソーシャルワ
ークを刑事司法手続きの早期段階（警察段階）に組み込み、それにより個々の犯罪要因を早い段階
で摘み取ること、そして、その後の司法手続きにおいてもソーシャルワークを多層的に組み込み、
各高齢者が抱える問題の解決の機会を多面的に設定することで、高齢者を犯罪から反復的に遠ざけ
ることこそ、高齢者犯罪の現実的な防止に有効であると説くのである。筆者のいう「実体的予防」
の意味はここにある（むろん、規範的予防論を否定しているわけではない）。 
このように、本論文は、実体刑法理論をも視野に入れた内容として展開されており、筆者の有す
る柔軟な俯瞰的視野をうかがい知ることもできる。 
6．以上のように、本論文は、高齢者犯罪対策にとって極めて示唆的な内容に仕上げられているが、
他方で、改善の期待される部分もある。提供されたデータは数多く、客観的分析への真摯さがうか
がわれる一方で、諸データの整理が必ずしも十分とはいえない点、具体的なソーシャルワークの有
効性を示す上では客観的なエビデンスが求められるところ、そこに不十分さが残されている点、ド
イツの制度（運用）の実態（たとえば、条件付起訴猶予制度など）についての分析に若干の物足り
なさが残る点、わが国の刑事司法制度にソーシャルワークを積極的に組み込んでいくことが提言さ
れているが、ソーシャルワークに携わる者の具体的な稼働内容や、ソーシャルワーク結果の司法に
おける適切な活用方法のあり方などについて、筆者の考えが十分にくみ取れない部分がある点（た
とえば、裁判補助の調査の結果を審理において具体的にどのように活用すべきと考えているのか）、
などである。 
 もとより、こうした諸点は、今後の研究活動の継続、そしてその進展によって改善・補足されて
いくものと思われ、本論文の評価を損なうものではない。 
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Ⅳ 結論 
 本論文は、わが国およびドイツにおける高齢者犯罪対策の実情を明らかにしつつ、わが国におけ
る施策に不足する点をあぶり出し、いかにすればより効果的な高齢者犯罪対策が可能となるかを、
理念的にも具体的にも、説得力のある論述をもって示すことができている。今後、本論文を前提に、
さらに具体的な制度設計、施策展開が筆者によって示されることであろう。そうした期待も記して
おきたい。 
 以上より、全審査委員一致して、鷲野明美氏により提出された本論文は博士（法学）の学位を授
与するに値するものであると判断するに至った。 
